
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要 平成 16年 5月 17日

上 場 会 社 名　　フジ日本精糖株式会社 上場取引所  東

コ ー ド番 号 2114 本社所在都道府県　　　東京都

（ ＵＲＬ　http://www.fnsugar.co.jp )

代 表 者　役職名 代表取締役社長 氏名　渡辺彰三

問合せ先責任者　役職名 執行役員管理本部本部長 氏名　江口達夫 TEL (03) 3667 - 7811
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 17日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 29日 単元株制度採用の有無 有　　（１単元　1,000株）

１. 16年 3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年 3月期 11,345 △ 2.9 490 185.6 568 161.5
15年 3月期 11,678 28.0 171 － 217 66.1

 1株当たり 株主資本 総資本 売上高
当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円　　銭 ％ ％ ％
16年 3月期 △ 226 － △ 8.01 － △ 2.2 4.2 5.0
15年 3月期 △ 19 － △ 0.94 － △ 0.2 1.7 1.9
(注)①期中平均株式数　16年 3月期　　28,838,344 株          15年 3月期    29,301,532 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(２)配当状況
配当金総額 株主資本
（年間） 配当率

円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期 6.00 0.00 6.00 171 － 1.7
15年 3月期 6.00 0.00 6.00 174 － 1.7

(３)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
16年 3月期 14,294 10,048 70.3 350.92
15年 3月期 12,595 10,116 80.3 348.20
(注)①期末発行済株式数　16年 3月期     28,621,631株          15年 3月期    29,031,532 株
     ②期末自己株式　　　　16年 3月期       1,126,569株          15年 3月期        716,668 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 6,000 400 270 0.00 － －
通   期 12,000 700 500 － 6.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             17 円 47 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
   よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料8ページをご参照下さい。

配当性向

当たり当期純利益
当期純利益

売上高 営業利益 経常利益

潜在株式調整後１株

円 銭 円 銭

１株当たり年間配当金
中間 期末

総資産 株主資本 株主資本比率

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり年間配当金

１株当たり株主資本
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貸借対照表 
     

  
前事業年度 

平成15年３月31日現在 
当事業年度 

平成16年３月31日現在 

区   分 注記番
番号 
金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 

増減金額 

( 資 産 の 部 )   ％  ％  

流動資産       
現金及び預金  1,951,584  2,761,762  810,178 
受取手形  47,950  19,668    △28,281 
売掛金 注1 749,695  468,472  △281,222 
有価証券 注3 21,779  126,061  104,282 
商品  6,118  839  △5,278 
製品  399,602  474,689  75,086 
原料  445,201  684,100  238,898 
未着原料  148,414  ―  △148,414 
仕掛品  230,714  185,120  △45,593 
貯蔵品  54,361  40,282  △14,078 
前渡金 注1 180,000  ―  △180,000 
前払費用  19,347  25,475  6,128 
繰延税金資産  92,773  221,613  128,840 
未収入金  30,408  863,552  833,144 
未収還付法人税等  5,238  ―  △5,238 
その他  31,695  10,852  △20,843 
貸倒引当金  △22,001  △21,465  536 

流動資産合計  4,392,882 34.9 5,861,027 41.0 1,468,144 
固定資産       
有形固定資産 注2      
建物  804,988  754,259  △50,728 
構築物  148,745  69,581  △79,164 
機械及び装置  1,170,130  627,005  △543,124 
車輌及びその他の陸上運搬具  8,967  6,647  △2,320 
工具器具及び備品  72,856  52,830  △20,026 
土地  1,461,801  1,457,787  △4,013 
建設仮勘定  54,000  4,218  △49,781 

有形固定資産合計  3,721,489 29.6 2,972,330 20.8 △749,158 
無形固定資産       
借地権  302,186  302,186  ― 
施設利用権  3,325  3,127  △198 
ソフトウェア  38,574  45,420  6,846 

 無形固定資産合計  344,085 2.7 350,734 2.4 6,648 
投資その他の資産       
投資有価証券 注3 1,718,865  2,903,344  1,184,478 
関係会社株式  1,113,292  842,912  △270,380 
出資金  3,000  1,000  △2,000 
従業員に対する長期貸付金  36,535  60,725  24,190 
関係会社長期貸付金  1,060,250  1,195,454  135,204 
繰延税金資産  479,986  304,869   △175,116 
長期性預金  300,000  300,000  ― 
その他  168,375  171,476  3,101 
貸倒引当金  △743,391  △668,891  74,500 

投資その他の資産合計  4,136,914 32.8 5,110,891 35.8 973,977 
固定資産合計  8,202,489 65.1 8,433,956 59.0 231,467 

   資 産 合 計  12,595,372 100.0 14,294,984 100.0 1,699,611 
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前事業年度 

平成15年３月31日現在 
当事業年度 

平成16年３月31日現在 

区   分 注記番
番号
金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 

増減金額 

（ 負 債 の 部 ）   ％  ％  

流動負債       

買掛金 
注1 
 3 211,802  224,855  13,053 

短期借入金 注3 850,683  992,000  141,316 

未払金 注1 53,084  672,252  619,167 

未払費用 注1 400,256  450,922  50,665 

未払法人税等  4,933  231,866  226,932 

未払消費税等  45,821  24,253  △21,568 

前受金  33,421  42,035  8,613 

預り金  11,939  11,823  △116 

賞与引当金  82,088  63,388  △18,699 

その他  20,895  2,848  △18,046 

流動負債合計  1,714,928 13.6 2,716,246 19.0 1,001,318 

固定負債       

長期借入金 注3 17,254  498,000  480,745 

退職給付引当金  417,556  588,573  171,017 

役員退職慰労引当金  51,910  59,600  7,690 

預り保証金  277,029  384,081  107,052 

固定負債合計  763,749 6.1 1,530,255 10.7 766,505 

   負 債 合 計  2,478,677 19.7 4,246,501 29.7 1,767,823 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金 注4 1,524,460 12.1 1,524,460 10.7 ― 

資本剰余金  2,366,732 18.8 2,366,732 16.5 ― 

資本準備金  2,366,732  2,366,732  ― 

利益剰余金       

利益準備金  334,865  334,865  ― 

任意積立金       

配当準備金積立金  380,000  380,000  ― 

研究開発積立金  100,000  100,000  ― 

別途積立金  5,190,000  4,990,000  △200,000 

当期未処分利益  223,797  15,478  △208,319 

利益剰余金合計  6,228,662 49.4 5,820,343 40.7 △408,319 

その他有価証券評価差額金  124,598 1.0 555,498 3.9 430,900 

自 己 株 式 注5 △127,759 △1.0 △218,552 △1.5 △90,792 

資 本 合 計  10,116,694 80.3 10,048,482 70.3 △68,211 

     負債資本合計  12,595,372 100.0 14,294,984 100.0 1,699,611 
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損益計算書 
      

  
前事業年度 

 自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

区   分 注記
番号
金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比 

増減金額 

   ％  ％  
 売上高 注2 11,678,910 100.0 11,345,385 100.0 △333,525 
 売上原価  9,287,488 79.5 8,782,488 77.4 △504,999 
   売上総利益  2,391,421 20.5 2,562,896 22.6 171,474 
販売費及び一般管理費 注1 2,219,558 19.0 2,072,120 18.3 △147,437 
   営業利益  171,863 1.5 490,775 4.3 318,912 
 営業外収益       
  受取利息  21,889  9,760  △12,128 
  受取配当金 注2 34,920  36,033  1,112 
  有価証券利息  5,275  18,192  12,917 
  為替差益  ―  692  692 
 受取手数料  1,566  13,024  11,457 
  その他  23,369  11,919  △11,450 
   計  87,022 0.8 89,623 0.8 2,600 
 営業外費用       
  支払利息  4,454  10,645  6,190 
  為替差損  35,538  ―  △35,538 
  その他  1,426  1,124  △301 
   計  41,419 0.4 11,769 0.1 △29,649 
   経常利益  217,466 1.9 568,629 5.0 351,163 
 特別利益       
  固定資産売却益  注3 454  170,013  169,558 
  投資有価証券売却益  44,537  25,276  △19,260 
  投資有価証券償還益  1,317  ―  △1,317 
  関係会社株式売却益  ―  379,091  379,091 
  貸倒引当金戻入益  40,728  91,417  50,689 
 合理化助成金 注4 ―  62,009  62,009 
   計  87,036 0.7 727,807 6.4 640,770 
 特別損失       
 固定資産売却損  ―  188  188 
  固定資産除却損 注5 34,452  14,994  △19,457 
  投資有価証券償還損   2,004  3,016  1,012 
  投資有価証券評価損  88,729  29,411  △59,317 
  関係会社株式評価損  21,451  356,154  334,702 
 出資金償還損  ―  1,389  1,389 
  過年度退職給付費用  128,569  128,569  ― 
 早期退職関連費用 注6 ―  112,690  112,690 
  貸倒引当金繰入額  7,580  48,580  41,000 
  工場閉鎖損失 注7 ―  819,160  819,160 
   計  282,786 2.4 1,514,154 13.3 1,231,367 
 税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△) 

 

 
21,716 0.2 △217,716 △1.9 △239,433 

 法人税、住民税及び事業税  10,943 0.1 240,675 2.1 229,732 
 還付法人税  10,727 0.1 ―  △10,727 
 法人税等調整額  41,300 0.4 △232,062 2.0 △273,363 
 当期純損失(△)  △19,799 △0.2 △226,330 △2.0 △206,530 
 前期繰越利益  243,597  241,808  △1,788 
 当期未処分利益  223,797  15,478  △208,319 
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利益処分案 
 

  前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   223,797  15,478 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

 １ 別途積立金取崩額  200,000 200,000 400,000 400,000 

合計   423,797  415,478 

Ⅲ 利益処分額      

 １ 配当金  174,189  171,729  

 ２ 役員賞与金 
  (うち、監査役賞与金)  

7,800 
(1,000) 

181,989 
 

4,720 
(1,000) 

176,449 
 

Ⅳ 次期繰越利益   241,808  239,028 
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重要な会計方針 
 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
 移動平均法による原価法によってお

ります。 
その他有価証券 
時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)によっております。 
時価のないもの 
 移動平均法による原価法によってお

ります。 

子会社株式及び関連会社株式 
 同左 

 
その他有価証券 
時価のあるもの 

 同左 
 
 

 
時価のないもの 
 同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

商品    先入先出法による原価法 
製品      〃      〃 
原料      〃      〃 

未着原料    〃      〃 
仕掛品     〃      〃 
貯蔵品   移動平均法による原価法 

商品    先入先出法による原価法 
製品      〃      〃 
原料      〃      〃 

仕掛品     〃      〃 
貯蔵品   移動平均法による原価法 

３ デリバティブの評価基準 時価法を採用しております。 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

平成10年４月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)については定額法、
その他の有形固定資産については定率

法によっております。 
なお、主な耐用年数は、以下のとおり
であります。 

  建物       ３～50年 
  機械及び装置   ２～16年 

有形固定資産 

 同左 

 無形固定資産 
定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、自社利用のソ
フトウェア５年であります。 

無形固定資産 
 同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 
 同左  
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 賞与引当金 
 従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、賞与支給見込額の当期
負担額を計上しております。 

賞与引当金 
同左  

 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及び年金資
産の額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上してお
ります。なお、会計基準変更時差異
(642,847千円)については５年による
均等額を当該年数にわたって費用処理
しております。 
(追加情報) 
 当社の退職給付制度については、平
成13年10月1日付のフジ製糖株式会社
との合併以降、旧両社の制度を統一す
るための見直し作業を行い、平成15年
3月1日付で確定給付型の企業年制度
(適格年金制度)として統合いたしまし
た。 
 これに伴い、退職給付引当金は、従
来簡便法(期末日現在の責任準備金に
よる方法)により算定しておりました
が、退職率等の基礎率につき高い信頼
性をもって数理計算上の見積を行うこ
とが可能になったため、当期から原則
法により算定しております。この結
果、従来の方法によった場合に比べ、
退職給付費用が56,672千円増加し、営
業利益、経常利益及び税引前当期純利
益は54,418千円減少しております。 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当期末において
発生していると認められる額を計上し
ております。なお、会計基準変更時差
異(642,847千円)については５年によ
る均等額を当該年数にわたって費用処
理しております。 
また、数理計算上の差異については
当期末における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による
按分額を翌期より費用の減額処理する
こととしております。 
（追加情報） 
 当期において、早期退職優遇制度の
実施に伴う大量退職を受け、｢退職給
付制度間の移行等に関する会計処理｣
（企業会計基準適用指針第１号）を適
用しております。これに伴い、早期退
職者に係る退職給付債務の消滅額と実
際支払額との差額及び会計基準変更時
差異費用処理額並びに割増退職金から
合理化助成金を控除した額を合わせて
特別損失の｢早期退職関連費用｣として
計上しております。 
なお、｢早期退職関連費用｣の内訳に
ついては注記事項の(損益計算書関係)
に記載しております。 

 役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員の退職慰労金の支
給に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 
 同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっておりま
す。なお、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務については、
振当処理によっております。 

(1)ヘッジ会計の方法 
  同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引及び通貨
オプション取引 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及

び外貨建予定取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a ヘッジ手段 
    為替予約取引及び 
     通貨オプション取引  

   ヘッジ対象 
       外貨建金銭債権債務 
    外貨建予定取引 

 b ヘッジ手段 
    金利スワップ取引  
   ヘッジ対象 

       借入金の利息 
 (3) ヘッジ方針 

  主として原料糖の輸入取引に係る

為替変動リスクを回避するために、
外貨建金銭債権債務及び外貨建予定
取引の残高の範囲以内でヘッジ取引

を行っております。 
  なお、投機目的のためのデリバテ
ィブ取引は行わない方針でありま

す。 

(3)ヘッジ方針 
  主として原料糖の輸入取引に係る

為替変動リスクを回避するために外
貨建金銭債権債務の残高の範囲内
で、また、借入金の金利変動リスク

を回避するために借入金残高の範囲
内で、それぞれヘッジ取引を行って
おります。 

  なお、投機目的のためのデリバテ
ィブ取引は行わない方針でありま
す。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 
  ヘッジ有効性の判定は、原則とし
てヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象の
相場変動又はキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計と
を比較し、両者の変動額等を基礎と
して判断しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
  同左 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

８ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

(1)消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は
税抜方式によっております。 

(2)自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準 
 当期から「自己株式及び法定準備金

の取崩に関する会計基準」(企業会計
基準第1号)を適用しております。これ
に伴う当期の損益に与える影響は軽微

であります。 
 なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当期における貸借対照表の資本の

部については、改正後の財務諸表等規
則により作成しております。 
(3)１株当たり当期純利益に関する会

計基準等 
「１株当たり当期純利益に関する会
計基準」(企業会計基準第2号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」(企業会計基準適用
指針第4号)が平成14年４月１日以後開

始する事業年度に係る財務諸表から適
用されることになったことに伴い、当
期から同会計基準及び適用指針によっ

ております。なお、これによる影響に
ついては、「1株当たり情報に関する
注記」に記載しております。 

(1)消費税等の会計処理 
  同左  
 

(2) ― 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
(3)           ― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

注１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
ものは、次のとおりであります。 
売掛金 529,117千円 

前渡金 180,000千円 
買掛金 44,940千円 
未払費用 164,787千円 

 

注１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
ものは、次のとおりであります。 
売掛金 293,911千円 

買掛金 75,711千円 
未払金 213,847千円 
未払費用 238,740千円 

 
注２ 有形固定資産の減価償却累計額 

5,841,488千円 
注２ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,227,714千円 
注３ 担保に供されている資産及びこれに対応する債務 
    担保に供している資産 

投資有価証券 138,941千円 

(上記に対応する債務)  
買掛金 ― 

 

注３ 担保に供されている資産及びこれに対応する債務 
   (1)課徴金の延納 
    (担保に供している資産) 

有価証券 104,280千円 
投資有価証券 30,174千円 

    (対応債務) 

買掛金 ―   
   (2)金融機関からの借入 
    (担保に供している資産) 

投資有価証券 197,340千円 
(対応債務) 
短期借入金 22,000千円 

長期借入金 78,000千円 
 

注４ 資本金 
   授権株式数 普通株式 110,000,000株 
   なお、自己株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨が定款に定められて
おります。 

   発行済株式総数 普通株式 29,748,200株 

注４ 資本金 
   授権株式数 普通株式 110,000,000株 
   なお、自己株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨が定款に定められて
おります。 

   発行済株式総数 普通株式 29,748,200株 

注５ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は以下のとおりであ
ります。 
 普通株式 716,668株 

注５ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は以下のとおりであ
ります。 
 普通株式  1,126,569株 

 ６ 偶発債務 

  (1) 債務保証 
     次の関係会社について、金融機関からの借入
れに対し債務保証を行っております。 

太平洋製糖㈱ 3,819,000千円 
南栄糖業㈱ 143,630千円 

  (2) 再保証 

     次の関係会社が負っている納税債務に関して
金融機関が行っている履行保証に対し下記金額
を上限として再保証を行っております。 

太平洋製糖㈱ 100,000千円 
 

 ６ 偶発債務 

  (1) 債務保証 
     次の関係会社について、金融機関からの借入
れに対し債務保証を行っております。 

太平洋製糖㈱ 3,527,666千円 
南栄糖業㈱ 138,912千円 

  (2) 再保証 

     次の関係会社が負っている納税債務に関して
金融機関が行っている履行保証に対し下記金額
を上限として再保証を行っております。 

太平洋製糖㈱ 100,000千円 
 

 ７ 配当制限 
   商法第290条第１項第６号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は124,598

千円であります。 

 ７ 配当制限 
   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産額は

555,498千円であります。 
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(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

注１ 販売費に属する費用のおおよその割合は52％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

48％であります。 
   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
販売奨励金 422,001千円 

販売手数料 193,552千円 
運賃 460,453千円 
役員報酬 131,203千円 

執行役員報酬 37,635千円 
給料手当 313,047千円 
減価償却費 40,171千円 

賞与引当金繰入額 36,582千円 
退職給付費用 62,726千円 
役員退職慰労引当金繰入額 19,300千円 

 

注１ 販売費に属する費用のおおよその割合は53％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

47％であります。 
   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
販売奨励金 412,068千円 

販売手数料 190,434千円 
運賃 460,872千円 
役員報酬 96,700千円 

執行役員報酬 64,940千円 
給料手当 292,925千円 
減価償却費 44,687千円 

賞与引当金繰入額 36,417千円 
退職給付費用 35,483千円 
役員退職慰労引当金繰入額 18,430千円 

 
注２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ております。 

   売上高             7,259,133千円 

   受取配当金               7,024千円 

注２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ております。 

   売上高             7,420,671千円 

   受取配当金               7,024千円 

注３ 固定資産売却益は、車輌及びその他の陸上運搬具
の売却によるものであります。 

注３ 固定資産売却益は、土地の売却によるものであり
ます。 

注４                     ― 注４ 合理化助成金は、精製糖の製造委託先に係るもの

であります。 

注５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建物 17,752千円 
構築物 944千円 

機械及び装置 7,888千円 
車輌及びその他の陸上運搬具 156千円 
工具器具及び備品 5,017千円 

建設仮勘定 2,692千円 

計 34,452千円 
 

注５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建物 1,451千円 
構築物 1,053千円 

機械及び装置 10,261千円 
車輌及びその他の陸上運搬具 715千円 
工具器具及び備品 1,512千円 

計 14,994千円 
 

注６                     ― 注６ 早期退職関連費用の内訳は次のとおりでありま
す。 
退職給付債務と実際支払額との

差額 
31,751千円 

会計基準変更時差異費用処理額 33,114千円 

小計 64,866千円 
割増退職金 333,374千円 

合理化助成金 △285,550千円 

小計 47,823千円 

計 112,690千円 
 

注７                     ― 注７ 工場閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 
たな卸資産除却損 4,987千円
固定資産除却損 994,246千円

撤去費用 196,000千円
合理化助成金 △376,073千円

計 819,160千円
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(リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

  
機械及び 
装置 
(千円) 

 
工具器具 
及び備品 
(千円) 

 
合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

 115,161  12,816  127,978 

減価償却 
累計額 
相当額 

 77,995  6,327  84,322 

期末残高 
相当額  37,166  6,488  43,655 

  

  
機械及び 
装置 
(千円) 

 
工具器具 
及び備品 
(千円) 

 
合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

 116,699  12,816  129,516 

減価償却 
累計額 
相当額 

 90,767  9,297  100,064 

期末残高 
相当額  25,932  3,518  29,451 

  
２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 19,834千円 
１年超 26,986千円 

合計 46,821千円 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 20,822千円 
１年超 10,887千円 

合計 31,709千円 
 

３ 支払リース料等 

支払リース料 21,323千円 
減価償却費相当額 19,102千円 

支払利息相当額 1,890千円 
 

３ 支払リース料等 

支払リース料 21,618千円 
減価償却費相当額 19,404千円 

支払利息相当額 1,307千円 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
       同左 

５ 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 
       同左 
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(有価証券関係) 

前期末及び当期末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

 

(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
  (流動の部) 
繰延税金資産 

 賞与引当金損金算入限度超過額 28,353千円
 繰越欠損金 45,426千円
 その他 18,992千円

繰延税金資産合計 92,773千円

(固定の部) 
繰延税金資産 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 310,874千円
 退職給付引当金否認額 

 役員退職慰労引当金否認額 

169,945千円

21,127千円
 投資有価証券評価損否認額 14,941千円
 関係会社株式評価損否認額 28,563千円

 その他 20,050千円

繰延税金資産合計 565,503千円
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △85,517千円

 繰延税金資産の純額 479,986千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
  (流動の部) 
繰延税金資産 

 賞与引当金否認額 
 早期退職関連費用否認額 

25,799千円
18,731千円

 未払事業税否認額 11,061千円

工場閉鎖損失否認額 141,973千円
 その他 24,048千円

繰延税金資産合計 221,613千円

  (固定の部) 
繰延税金資産 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 280,415千円
 退職給付引当金否認額 239,549千円
 役員退職慰労引当金否認額 

 投資有価証券評価損否認額 

24,257千円

26,930千円
関係会社株式評価損否認額 173,518千円
 その他 7,048千円

繰延税金資産小計 751,717千円
評価性引当額 △82,991千円

繰延税金資産合計 668,725千円
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △363,855千円

 繰延税金資産の純額 304,869千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 
法定実効税率 42.1％

(調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 75.3％

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 △36.4％

 住民税均等割 22.7％

 税率変更による期末繰延税金資産の 
 減額修正 

89.6％

 その他 △2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 191.2％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 
法定実効税率 42.1％

(調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 △5.9％

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 5.4％

 住民税均等割 △2.2％

 評価性引当額 △38.1％
 税率変更による影響 △5.1％
 その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △4.0％
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前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第

９号）が公布されたことに伴い、当期の繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日
以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定

実効税率は、前期の42.1％から40.7％に変更されまし
た。その結果、繰延税金資産（繰延税金負債控除後）
が16,510千円減少し、当期に計上された法人税等調整

額が19,452千円、その他有価証券評価差額金が2,941
千円それぞれ増加しております。 

３           ― 
 

 

 

(１株当たり情報) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 348.20円 １株当たり純資産額 350.92円 

１株当たり当期純損失 0.94円 １株当たり当期純損失 8.01円 

 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第4号）を適用しております。なお、同会計基
準及び適用指針を前期に適用して算定した場合の1株当

たり情報については、以下のとおりとなります。 
前期：1株当たり純資産額        356.16円 
   1株当たり当期純損失        37.02円 

 

 
 
 

(注) １ 潜在株式調整後の1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 
２ 1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

当期純損失（△）(千円) △19,799 △226,330 

普通株主に帰属しない金額   

 利益処分による役員賞与金 (千円) 7,800 4,720 

普通株式に係る当期純損失（△） 
(千円) △27,599 △231,050 

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,301 28,838 

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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役員の異動（平成16年６月29日付予定） 

 

 

１．代表者の異動 

該当ありません。 

 

２．その他の役員の異動 

(1) 新任監査役候補 

監査役                金谷 誠一郎 

監査役（非常勤）           近藤 智義 

（注）新任監査役候補近藤 智義氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律第18条第 1項に定める社外監査役の要件を満たしております。 

 

（2）退任予定監査役 

常勤監査役               岩谷 健一（顧問就任予定） 

 

 

 

 

※なお、本異動予定につきましては、平成16年 3 月26日に TDnet および東京証券取引所内兜倶楽部

にて発表済です。 

 

 

                                       以 上   

 

 

 


